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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき
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下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査

以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
 



 

○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

国民生活基礎調査 厚生労働大臣 承認事項の変更 

①調査事項の変更（簡易調

査） 

・「勤めか自営かの別」欄

の選択肢中の「一般常雇

者（契約期間が１年以上

又は雇用期間の定めのな

い者）」について、「一般

常雇者（契約期間の定め

のない雇用者）」と「一般

常雇者（契約期間が１年

以 上 の 雇 用 者 ）」 に 細 分

化。 

・「勤め先での呼称」欄の

選択肢中の「契約社員・

嘱託」について、「契約社

員」と「嘱託」に細分化。 

等 

② 報 告 を 求 め る 者 の 変 更

（簡易調査） 

熊本市の政令指定都市

移行に伴う対象数の変更 

 

H26.1.14 

全国消費実態調査 総務大臣 承認事項の変更 

(1) 報告を求める事項の変

更 

 ① 世帯票に「配偶者の有

無」等の５調査事項を新

設 

 ② 世帯票から「水洗式ト

イレの有無」等の３調査

事項を削除  

(2) 報告を求める者の変更 

 ○  甲 調 査 に お け る １ 調

査単位区から抽出する２

人以上の世帯を 12 世帯か

ら 11 世帯に変更、単身世

帯を０～２世帯から１世

帯に変更 

(3) 調査方法の変更 

○ 甲調査について、オン

ラインによる回答方式を

全調査単位区に拡大 等 

H26.1.23 
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注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H26.1.8 労務費率調査 厚 生 労 働 大 臣

H26.1.16 食品製造業におけるＨＡＣＣＰの導入状況実態調査 農 林 水 産 大 臣

H26.1.20 スポットＬＮＧ価格調査 経 済 産 業 大 臣

H26.1.21 通信利用動向調査 総 務 大 臣

H26.1.21 社会保障・人口問題基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H26.1.22 土地動態調査 国 土 交 通 大 臣

H26.1.23 全国単身世帯収支実態調査 総 務 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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○一般統計調査の中止

通知年月日 統計調査の名称 実施者

H26.1.6 中国地域専門量販店販売統計調査 経 済 産 業 大 臣

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に通知された一般統計調査の中止について掲載したものであ
る。

- 4 -



 

（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H26.1.6 山梨県労働者就業実態調査（従業員調査） 山 梨 県 知 事

H26.1.6 県民のスポーツライフにかかわるスポーツ実施状況調査 滋 賀 県 知 事

H26.1.6 相模原市障害者福祉計画策定基礎調査 相 模 原 市 長

H26.1.9 茨城県サービス業調査 茨 城 県 知 事

H26.1.9 産業廃棄物税に関するアンケート調査 福 岡 県 知 事

H26.1.10 がんに関する県民意識調査 鳥 取 県 知 事

H26.1.23 脳卒中リハビリテーション提供体制実態調査 栃 木 県 知 事

H26.1.23
さいたま市総合振興計画（後期基本計画）に係るアンケート
調査

さ い た ま 市 長

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもの
　　である。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H26.1.8 次世代育成支援状況に関するアンケート調査（２次調査） 神 戸 市 長

H26.1.10 堺市高齢者等実態調査 堺 市 長

H26.1.17 全国企業短期経済観測調査 日 本 銀 行 総 裁

H26.1.17 都内外資系企業基礎調査 東 京 都 知 事

H26.1.17 仕事の見直しのための状況調査 北 九 州 市 長

H26.1.20 がんに関する県民意識調査 鳥 取 県 知 事

H26.1.21 新潟市景況調査 新 潟 市 長

H26.1.30 生活習慣病予防支援システムに伴う生活習慣アンケート調査 岩 手 県 知 事

H26.1.30 大阪府景気観測調査 大 阪 府 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもの
　　である。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 国民生活基礎調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１月１４日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健社会統計課世帯統計室 

【目 的】 本調査は、保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的事項を調査し、

厚生労働省の所掌事務に関する政策の企画及び立案に必要な基礎資料を得ると

ともに、各種調査の調査客体を抽出するための新標本を設定することを目的とす

る。 

【沿 革】 本調査は、「厚生行政基礎調査」（旧統計法（昭和２２年法律第１８号）に基

づく指定統計第６０号を作成するための調査）、「国民健康調査」（同第６８号を

作成するための調査）、「保健衛生基礎調査」（旧統計報告調整法に基づく承認統

計調査）及び「国民生活実態調査」（承認統計調査）を統合して、昭和６１年か

ら開始されたものである。調査は、３年ごとに実施する大規模調査と、その中間

の各年に実施する簡易調査から構成される。その後の主な変更は、以下のとおり

である。（１）平成１３年：「介護票」を創設。「健康票」を密封回収化、（２）平

成１９年：「世帯票」及び「介護票」を自計報告化、（３）平成２２年：「所得票」

を自計報告化、（４）平成２４年の簡易調査については、東日本大震災の影響に

より、福島県の全域を除き実施される、（５）平成２５年：「健康票」を非密封回

収化。 

【調査の構成】 １－世帯票（大規模調査）２－健康票（大規模調査）３－介護票（大規

模調査）４－所得票（大規模調査）５－貯蓄票（大規模調査）６－世帯票

（簡易調査）７－所得票（簡易調査） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年の翌年７月） 

※ 

【調査票名】 １－世帯票（大規模調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯及び個人 （属性）世帯及び世帯員 （抽出

枠）平成２２年国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２７７，０００／５１，９５１，０００ 

７１６，０００／１２８，０５７，０００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）調査実施年の６月の第１又は第２木曜日現在 

（系統）厚生労働省－都道府県－（保健所設置市・特別区）－保健所－指導

員－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（３年ごとに大規模調査を実施し、中間年に簡易調査を実施

する。） （実施期日）厚生労働大臣への提出期限は、調査実施年の７月

中旬 

【調査事項】 １．世帯に係る事項（１）世帯員数等、（２）世帯を離れている方の状況、
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（３）住居の種類、（４）室数及び床面積、（５）５月中の家計支出総額等、

２．世帯員に係る事項（１）最多所得者、（２）世帯主との続柄、（３）性、

（４）出生年月、（５）配偶者（夫又は妻）の有無、（６）医療保険の加入状

況、（７）公的年金・恩給の受給状況、（８）乳幼児（小学校入学前）の保育

状況（小学校入学前の者のみ）、（９）手助けや見守りの要否等（６歳以上の

者のみ）、（１０）教育（１５歳以上の者のみ）、（１１）公的年金の加入状況

（１５歳以上の者のみ）、（１２）別居している子の有無等（１５歳以上の者

のみ）、（１３）５月中の仕事の状況（１５歳以上の者のみ）、（１４）１週間

の就業日数等（１５歳以上の者のみ）、（１５）就業開始時期（１５歳以上の

者のみ）、（１６）仕事の内容（職業分類）（１５歳以上の者のみ）、（１７）

勤めか自営かの別等（１５歳以上の者のみ）、（１８）就業希望の有無等（１

５歳以上の者のみ） 

※ 

【調査票名】 ２－健康票（大規模調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）世帯員 （抽出枠）平成２２年国

勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７１６，０００／１２８，０５７，００

０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査実施

年の６月の第１又は第２木曜日現在 （系統）厚生労働省－都道府県－（保

健所設置市・特別区）－保健所－指導員－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（３年ごとに大規模調査を実施し、中間年に簡易調査を実施

する。） （実施期日）厚生労働大臣への提出期限は、調査実施年の７月

中旬 

【調査事項】 １．性、２．出生年月、３．入院・入所の状況、４．自覚症状の有無、そ

の症状及び治療状況、５．通院・通所の状況・傷病名、６．日常生活への影

響（６歳以上の者のみ）、７．普段の活動ができなかった日数（６歳以上の

者のみ）、８．健康状態（６歳以上の者のみ）、９．悩みストレスの有無・原

因・相談状況（１２歳以上の者のみ）、１０．平均睡眠時間（１２歳以上の

者のみ）、１１．休養充足度（１２歳以上の者のみ）、１２．こころの状態（１

２歳以上の者のみ）、１３．飲酒の状況（２０歳以上の者のみ）、１４．喫煙

の状況（２０歳以上の者のみ）、１５．健康のため実行している事柄（２０

歳以上の者のみ）、１６．健診等の受診状況（２０歳以上の者のみ）、１７．

がん検診の状況（２０歳以上の者のみ） 

※ 

【調査票名】 ３－介護票（大規模調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）世帯員 （抽出枠）世帯票及び健
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康票の対象地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／７１６，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査実施年の６月の第

１又は第２木曜日現在 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所設置市・

特別区）－保健所－指導員－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（３年ごとに大規模調査を実施し、中間年に簡易調査を実施

する。） （実施期日）厚生労働大臣への提出期限は、調査実施年の７月

中旬 

【調査事項】 １．調査票の回答者、２．介護が必要な者の性別と出生年月、３．要介護

度の状況、４．介護が必要となった原因、５．主な介護者の介護時間、６．

主な介護者以外の介護者の状況、７．家族・親族等と訪問介護事業者による

主な介護内容、８．介護サービスの利用状況、９．介護サービスの費用、１

０．介護費用の負担力、１１．介護サービスを受けていない理由、１２．６

５歳以上の介護保険被保険者（第１号被保険者）における介護保険料所得段

階 

※ 

【調査票名】 ４－所得票（大規模調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯及び個人 （属性）世帯及び世帯員 （抽出

枠）世帯票及び健康票の対象地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０，０００／２７７，０００ １３０，

０００／７１６，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査実施年の前年の１月１日～１２月３１日 （系統）厚生労働

省－都道府県－（市、特別区及び福祉事務所設置町村）－福祉事務所－指導

員－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（３年ごとに大規模調査を実施し、中間年に簡易調査を実施

する。） （実施期日）厚生労働大臣への提出期限は、調査実施年の７月

中旬 

【調査事項】 １．性、２．出生年月、３．所得の種類別金額、４．課税等の状況別金額、

５．企業年金・個人年金等の掛金、６．生活意識の状況（世帯主又は世帯を

代表する者のみ） 

※ 

【調査票名】 ５－貯蓄票（大規模調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯 （抽出枠）世帯票及び健康

票の対象地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０，０００／２７７，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査実施年の６月末日
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現在 （系統）厚生労働省－都道府県－（市・特別区及び福祉事務所設置町

村）－福祉事務所－指導員－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（３年ごとに大規模調査を実施し、中間年に簡易調査を実施

する。） （実施期日）厚生労働大臣への提出期限は、調査実施年の７月

中旬 

【調査事項】 １．貯蓄現在高、２．貯蓄現在高の増減及び減った場合の金額及び理由、

３．借入金残高 

※ 

【調査票名】 ６－世帯票（簡易調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯及び個人 （属性）世帯及び世帯員 （抽出

枠）平成２２年国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５５，０００／５１，９５１，０００ １

４４，０００／１２８，０５７，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）調査実施年の６月の第１又は第２木曜日現在 （系

統）厚生労働省－都道府県－（保健所設置市・特別区）－保健所－指導員－

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（３年ごとに大規模調査を実施し、中間年に簡易調査を実施

する。） （実施期日）厚生労働大臣への提出期限は、調査実施年の８月

中旬 

【調査事項】 １．世帯に係る事項（１）世帯員数等、（２）５月中の家計支出総額、２．

世帯員に係る事項（１）最多所得者、（２）世帯主との続柄、（３）性、（４）

出生年月、（５）配偶者（夫又は妻）の有無、（６）医療保険の加入状況、（７）

傷病の状況、（８）公的年金・恩給の受給状況、（９）教育（１５歳以上の者

のみ）、（１０）公的年金の加入状況（１５歳以上の者のみ）、（１１）５月中

の仕事の状況（１５歳以上の者のみ）、（１２）勤めか自営かの別等（１５歳

以上の者のみ） 

※ 

【調査票名】 ７－所得票（簡易調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯及び個人 （属性）世帯及び世帯員 （抽出

枠）世帯票の対象地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３，０００／５５，０００ ３３，０

００／１４４，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）調査実施年の前年の１月１日～１２月３１日 （系統）厚生労働省－

都道府県－（市・特別区及び福祉事務所設置町村）－福祉事務所－指導員－

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（３年ごとに大規模調査を実施し、中間年に簡易調査を実施
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する。） （実施期日）厚生労働大臣への提出期限は、調査実施年の８月

中旬 

【調査事項】 １．性、２．出生年月、３．所得の種類別金額、４．課税等の状況別金額、

５．企業年金・個人年金等の掛金、６．生活意識の状況（世帯主又は世帯を

代表する者のみ）  

- 11 -



【調査名】 全国消費実態調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１月２３日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課 

【目 的】 全国消費実態調査は，全国の世帯を対象として，家計の収入及び支出並びに

住宅と宅地の所有状況，主要耐久消費財の所有数量及び貯蓄・負債現在高を調査

し，家計の構造を所得，消費及び資産の観点から総合的に把握するとともに，都

道府県などの地域的差異を明らかにすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－甲調査票（家計薄Ａ） 、 ２－甲調査票（家計薄Ｂ） 、 ３－

甲調査票（耐久財等調査票） 、 ４－甲調査票（年収・貯蓄等調査票）、

５－甲調査票（世帯票）、 ６－乙調査票（家計薄Ｃ）、７－乙調査票（個

人収支簿） 

【公 表】 インターネット（実施年の翌年の１２月末日まで）・報告書 

※ 

【調査票名】 １－甲調査票（家計薄Ａ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）全国

消費実態調査の標本抽出は，市部と郡部に分けて行う。市部では各市の調査

単位区を第１次抽出単位，世帯を第２次抽出単位とする層化２段抽出法によ

り調査世帯を抽出する。郡部では，町村を第１次抽出単位，各町村の調査単

位区を第２次抽出単位，世帯を第３次抽出単位とする層化３段抽出法により

調査世帯を抽出する。なお，市町村構成は平成２６年１月１日現在のものと

する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５６，４００／５２，０００，０００ （配

布）調査員・オンライン （取集）調査員・オンライン （記入）併用 （把

握時）一般世帯：実施年の９月、１０月及び１１月の３か月、単身世帯：実

施年の１０月及び１１月の２か月間 （系統）総務省－都道府県－市町村－

統計調査員（又は民間事業者）－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年８月１５日～１２月２０日 

【調査事項】 １．口座自動振替による支払、２．現物（現物支給、もらい物、もてなし、

自家産、自分の店の商品）、３．現金収入又は現金支出、４．クレジットカ

ード、掛買い、月賦、電子マネーによる購入 

※ 

【調査票名】 ２－甲調査票（家計薄Ｂ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）全国

消費実態調査の標本抽出は，市部と郡部に分けて行う。市部では各市の調査

単位区を第１次抽出単位，世帯を第２次抽出単位とする層化２段抽出法によ

り調査世帯を抽出する。郡部では，町村を第１次抽出単位，各町村の調査単
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位区を第２次抽出単位，世帯を第３次抽出単位とする層化３段抽出法により

調査世帯を抽出する。なお，市町村構成は平成２６年１月１日現在のものと

する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５６，４００／５２，０００，０００ （配

布）調査員・オンライン （取集）調査員・オンライン （記入）併用 （把

握時）一般世帯：実施年の９月、１０月及び１１月の３か月、単身世帯：実

施年の１０月及び１１月の２か月間 （系統）総務省－都道府県－市町村－

統計調査員（又は民間事業者）－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年８月１５日～１２月２０日 

【調査事項】 １．口座自動振替による支払、２．現物（現物支給、もらい物、もてなし、

自家産、自分の店の商品）、３．現金収入又は現金支出、４．クレジットカ

ード、掛買い、月賦、電子マネーによる購入 

※ 

【調査票名】 ３－甲調査票（耐久財等調査票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）全国

消費実態調査の標本抽出は，市部と郡部に分けて行う。市部では各市の調査

単位区を第１次抽出単位，世帯を第２次抽出単位とする層化２段抽出法によ

り調査世帯を抽出する。郡部では，町村を第１次抽出単位，各町村の調査単

位区を第２次抽出単位，世帯を第３次抽出単位とする層化３段抽出法により

調査世帯を抽出する。なお，市町村構成は平成２６年１月１日現在のものと

する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５６，４００／５２，０００，０００ （配

布）調査員・オンライン （取集）調査員・オンライン （記入）併用 （把

握時）一般世帯：実施年の９月、１０月及び１１月の３か月、単身世帯：実

施年の１０月及び１１月の２か月間 （系統）総務省－都道府県－市町村－

統計調査員（又は民間事業者）－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年８月１５日～１２月２０日 

【調査事項】 １．家具・電気製品等、２．自動車，自動二輪車及び原動機付自転車、３．

その他の耐久消費財、４会員権 

※ 

【調査票名】 ４－甲調査票（年収・貯蓄等調査票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）全国

消費実態調査の標本抽出は，市部と郡部に分けて行う。市部では各市の調査

単位区を第１次抽出単位，世帯を第２次抽出単位とする層化２段抽出法によ

り調査世帯を抽出する。郡部では，町村を第１次抽出単位，各町村の調査単

位区を第２次抽出単位，世帯を第３次抽出単位とする層化３段抽出法により
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調査世帯を抽出する。なお，市町村構成は平成２６年１月１日現在のものと

する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５６，４００／５２，０００，０００ （配

布）調査員・オンライン （取集）調査員・オンライン （記入）併用 （把

握時）一般世帯：実施年の９月、１０月及び１１月の３か月，単身世帯：実

施年の１０月及び１１月の２か月間 （系統）総務省－都道府県－市町村－

統計調査員（又は民間事業者）－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年８月１５日～１２月２０日 

【調査事項】 １．年間収入について、２．貯蓄現在高について、３．借入金残高につい

て 

※ 

【調査票名】 ５－甲調査票（世帯票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）全国

消費実態調査の標本抽出は，市部と郡部に分けて行う。市部では各市の調査

単位区を第１次抽出単位，世帯を第２次抽出単位とする層化２段抽出法によ

り調査世帯を抽出する。郡部では，町村を第１次抽出単位，各町村の調査単

位区を第２次抽出単位，世帯を第３次抽出単位とする層化３段抽出法により

調査世帯を抽出する。なお，市町村構成は平成２６年１月１日現在のものと

する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５６，４００／５２，０００，０００ （配

布）調査員・オンライン （取集）調査員・オンライン （記入）併用 （把

握時）一般世帯：実施年の９月、１０月及び１１月の３か月、単身世帯：実

施年の１０月及び１１月の２か月間 （系統）総務省－都道府県－市町村－

統計調査員（又は民間事業者）－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年８月１５日～１２月２０日 

【調査事項】 １．全世帯員に関する事項について、２．３か月以上不在の家族について、

３．現在住んでいる住居以外の住宅及び土地について 

※ 

【調査票名】 ６－乙調査票（家計薄Ｃ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）全国

消費実態調査の標本抽出は，市部と郡部に分けて行う。市部では各市の調査

単位区を第１次抽出単位，世帯を第２次抽出単位とする層化２段抽出法によ

り調査世帯を抽出する。郡部では，町村を第１次抽出単位，各町村の調査単

位区を第２次抽出単位，世帯を第３次抽出単位とする層化３段抽出法により

調査世帯を抽出する。なお，市町村構成は平成２６年１月１日現在のものと

する。 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７００／５２，０００，０００ （配布）

調査員・オンライン （取集）調査員・オンライン （記入）併用 （把握

時）一般世帯：実施年の９月、１０月及び１１月のうち１か月間 （系統）

総務省－都道府県－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年８月１５日～１２月２０日 

【調査事項】 １．世帯員へのこづかい、２．世帯員への個人的な支出 

※ 

【調査票名】 ７－乙調査票（個人収支簿） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）全国

消費実態調査の標本抽出は，市部と郡部に分けて行う。市部では各市の調査

単位区を第１次抽出単位，世帯を第２次抽出単位とする層化２段抽出法によ

り調査世帯を抽出する。郡部では，町村を第１次抽出単位，各町村の調査単

位区を第２次抽出単位，世帯を第３次抽出単位とする層化３段抽出法により

調査世帯を抽出する。なお，市町村構成は平成２６年１月１日現在のものと

する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７００／５２，０００，０００ （配布）

調査員・オンライン （取集）調査員・オンライン （記入）併用 （把握

時）一般世帯：実施年の９月、１０月及び１１月のうち１か月間 （系統）

総務省－都道府県－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年８月１５日～１２月２０日 

【調査事項】 １．こづかい又は収入の状況、２．個人的な収入、３．個人的な支出 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 労務費率調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１月８日 

【実施機関】 厚生労働省 労働基準局 労災補償部 労災管理課 労災保険財政数理室 

【目 的】 本調査は、請負による建設事業について、賃金実態を把握し、労災保険料の

算定に用いる現行の労務費率の見直しに資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和５５年の調査開始以来、労働保険率の改定にあわせて、おお

むね３年周期で実施されている。平成６年、９年、１２年調査については、財団

法人労災保険情報センターによる委託調査で実施されたが、平成１７年から再び

厚生労働省において実施されている。なお、平成２３年調査については、東日本

大震災の影響により、災害救助法が適用されている地域（東京都を除く。）を除

外して調査を実施する。 

【調査の構成】 １－平成２６年労務費率調査票（単独有期事業場用）２－平成２６年労

務費率調査票（一括有期事業場用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（審議資料：平成２６年１２月） 

※ 

【調査票名】 １－平成２６年労務費率調査票（単独有期事業場用） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、平成２６年調査については、原子力災害対策特別

措置法に基づき避難指示解除準備区域、居住制限区域及び帰還困難区域を設

定された市町村を除外する。） （単位）事業場 （属性）次に掲げる工事

の種類に属する有期事業（労働保険の保険料の徴収等に関する法律第７条の

規定により、二以上の事業が一の事業とみなされている事業については、一

の事業とみなされた事業）で、平成２４年１０月１日から平成２５年９月３

０日までの間に終了した請負金額５００万円以上のものを行った事業場 

（１）水力発電施設、ずい道等新設事業、（２）道路新設事業、（３）舗装工

事業、（４）鉄道又は軌道新設事業、（５）建築事業（既設建築物設備工事業

を除く。）、（６）既設建築物設備工事業、（７）機械設置の組立て又は据付け

の事業、（８）その他の建設事業 （抽出枠）労働保険適用台帳に登録され

ている単独有期事業の工事現場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／３９，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日から平

成２５年９月３０日までの間に終了した請負金額５００万円以上の工事の

全期間 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年５月１９日～６月９日 

【調査事項】 １．工事の名称、期間及び内容、２．下請事業者数、３．工事の請負代金

の額、請負代金に加算する額及び請負代金から控除する額、４．労災保険に
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係る確定保険料額及び保険料額の算定方法、５．支払賃金総額、６．延労働

者数 

※ 

【調査票名】 ２－平成２６年労務費率調査票（一括有期事業場用） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、平成２６年調査については、原子力災害対策特別

措置法に基づき避難指示解除準備区域、居住制限区域及び帰還困難区域を設

定された市町村を除外する。） （単位）事業場 （属性）次に掲げる工事

の種類に属する有期事業（労働保険の保険料の徴収等に関する法律第７条の

規定により、二以上の事業が一の事業とみなされている事業については、一

の事業とみなされた事業）で、平成２４年１０月１日から平成２５年９月３

０日までの間に終了した請負金額５００万円以上のものを行った事業場 

（１）水力発電施設、ずい道等新設事業、（２）道路新設事業、（３）舗装工

事業、（４）鉄道又は軌道新設事業、（５）建築事業（既設建築物設備工事業

を除く。）、（６）既設建築物設備工事業、（７）機械設置の組立て又は据付け

の事業、（８）その他の建設事業 （抽出枠）労働保険適用台帳に登録され

ている一括有期事業の工事現場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／１０１，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）一括された工事のうち、平

成２４年１０月１日から平成２５年９月３０日までの間に終了した請負金

額５００万円以上の工事の全期間 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年５月１９日～６月９日 

【調査事項】 １．工事の名称、期間及び内容、２．下請事業者数、３．工事の請負代金

の額、請負代金に加算する額及び請負代金から控除する額、４．労災保険に

係る確定保険料額及び保険料額の算定方法、５．支払賃金総額、６．延労働

者数  
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【調査名】 食品製造業におけるＨＡＣＣＰの導入状況実態調査（平成２６年承

認） 

【承認年月日】 平成２６年１月１６日 

【実施機関】 農林水産省総合食料局食品産業企画課 

【目 的】 本調査は、食品の安全と消費者の信頼の確保を図るための施策として、危害

要因分析・重要管理点（ＨＡＣＣＰ）の導入を推進していく必要があるとされて

いることから、ＨＡＣＣＰの導入状況等の実態を把握し、諸施策の企画・立案に

必要な資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、食品産業動向調査（平成１０年度～１９年度に実施）の一環とし

て、平成１２年度及び１８年度に実施されたものであり、平成２２年度から独立

し、毎年実施することとされたものである。平成２５年度から、調査の名称オを

変更するとともにオンライン調査を導入している。 

【調査の構成】 １－食品製造業におけるＨＡＣＣＰの導入状況実態調査票 

【公 表】 インターネット（調査実施年の翌年の３月下旬。平成２５年度は平成２６年

７月下旬。） 

※ 

【調査票名】 １－食品製造業におけるＨＡＣＣＰの導入状況実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類による食料品製

造業及び飲料・たばこ・飲料製造業（製氷業、たばこ製造業及び飲料・有機

質肥料製造業を除く。）を営む企業で、従業者数（常用雇用者）が５人以上

の企業 （抽出枠）事業所データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，３６９／２４，４０７ （配布）郵

送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日 

（系統）農林水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月中旬～１０月中旬 （平成２５年度

のみ、平成２６年２月中旬～平成２６年３月中旬） 

【調査事項】 １．食品の販売総額規模、２．従業者規模、３．製造している食品（販売

金額総額に占める割合が１割以上の品目）のうち販売金額が多い上位３品目、

４．輸出の状況、５．ＨＡＣＣＰの導入状況、、６．導入しているＨＡＣＣ

Ｐの方式、７．ＨＡＣＣＰの導入予定時期、８．ＨＡＣＣＰの一層の充実を

図る方法、９．ＨＡＣＣＰの導入に当たっての問題点、１０．ＨＡＣＣＰの

導入による効果（又は期待する効果）、１１．ＨＡＣＣＰの導入に当たって

役立った支援策（又は役に立つと考えられる支援策）、１２．ＨＡＣＣＰを

導入する予定がない理由  
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【調査名】 スポットＬＮＧ価格調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１月２０日 

【実施機関】 経済産業省商務流通保安グループ商取引・消費経済政策課 

【目 的】 本調査は、我が国の輸入スポットＬＮＧについて、輸入の動態を把握し、行

政施策・ＬＮＧ関連事業者の事業に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－スポットＬＮＧ価格調査票 

【公 表】 インターネット（経済産業省ＨＰ及び総務省ｅ－ｓｔａｔ） 

※ 

【調査票名】 １－スポットＬＮＧ価格調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）ＬＮＧを輸入するすべての企業 （抽

出枠）石油製品需給動態統計調査（基幹統計調査）及びガス事業生産動態統

計調査（基幹統計調査）の個票データ並びに民間シンクタンクによる市場調

査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５ （配布）オンライン （取集）オンライ

ン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省―民間事

業者―報告者 

【周期・期日】 （周期） （実施期日）毎月（平成２６年３月調査以降） 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．スポットＬＮＧ入着予定月、３．契約価格（Ｕ

ＳＤ／ＭＭＢｔｕ）、４．備考（契約形態に係る参考情報）  
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【調査名】 通信利用動向調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１月２１日 

【実施機関】 総務省情報通信政策局総合政策課情報通信経済室 

【目 的】 本調査は、利用者の視点における情報通信の利用動向を把握し、情報通信行

政の施策の策定及び評価のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成２年に開始され、平成９年調査からは、平成５年に開始され

た通信ネットワーク調査を統合して実施している。 

【調査の構成】 １－通信利用動向調査調査票（世帯用） ２－通信利用動向調査調査票

（企業用） 

【公 表】 印刷物及びインターネット 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める事項の変更（調査項目の追加・削除）及び集計

事項（見直し）の変更等である。 

※ 

【調査票名】 １－通信利用動向調査調査票（世帯用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）直近の４月１日現在で満年齢２０

歳以上の世帯員がいる世帯 （抽出枠）都道府県及び都市規模を層化基準

（「抽出層一覧」参照）とした層化二段抽出（サンプリング台帳は住民基本

台帳） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４０，５９２／５１，９５０，５０４ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１２月３１日 （系統）

総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬 

【調査事項】 １．世帯全体用、（１）情報通信関連機器の保有状況，利用状況、（２）イ

ンターネットの利用状況、（３）インターネット利用における被害状況、（４）

インターネット利用におけるセキュリティ対策状況、（５）インターネット

を利用していて感じる不安等、（６）１８歳未満の子どものインターネット

利用状況、（７）デジタルテレビ放送の利用状況（８）世帯の構成（世帯員

数、世帯年収）、２．世帯構成員用、（１）情報通信機器の保有状況、（２）

インターネットの利用状況、（３）インターネットの利用目的、用途、（４）

ソーシャルメディアの利用、（５）映像・音声コンテンツの利用、（６）スマ

ートフォン、タブレット型端末の利用 

※ 

【調査票名】 ２－通信利用動向調査調査票（企業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成１９年１

１月改定。以下同じ。）大分類に掲げる大分類Ｓ－公務を除く産業に属する

常用雇用者規模１００人以上の企業 （抽出枠）業種及び常用雇用者数を層
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化基準（「抽出層一覧」参照）とした層化一段抽出（サンプリング台帳は事

業所母集団データベース平成２４年時フレーム（速報版）） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，１４０／４０，１０１ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１２月３１日又は４月１日～

翌年３月３１日又は調査時点に最も近い決算日までの１年間 （系統）総務

省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬 

【調査事項】 １．企業内／企業間通信網の構築状況、２．インターネットによる情報発

信、３．電子商取引、４．無線通信技術を利用したシステム・ツールの導入

状況、５．クラウドコンピューティングの利用状況、６．テレワーク、７．

ＩＣＴ教育、８．情報通信ネットワークの安全対策、９．情報通信ネットワ

ークの利用上の問題点等、１０．企業の概要（資本金額、年間売上高、営業

利益、人件費、減価償却費及び従業員数）  
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【調査名】 社会保障・人口問題基本調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１月２１日 

【実施機関】 厚生労働省 国立社会保障・人口問題研究所 人口構造研究部 

【目 的】 本調査は、わが国の社会保障及び人口問題に関する事項について調査し、社

会保障及び人口問題に関する研究のための分析を行うとともに、厚生労働行政等

における各種の施策に資する基礎資料を提供することを目的としている。調査は、

「人口移動調査」、「生活と支え合いに関する調査」、「全国家庭動向調査」、「世帯

動態調査」、及び「出生動向基本調査」の５つの調査で構成され、５年のローテ

ーションで実施されている。このうち、「世帯動態調査」は特定の期間に発生す

る世帯の形成、拡大、解体、世帯規模や構造の変動、あるいは世帯員の世帯内地

位（世帯主か否か、世帯主でない場合は世帯主との続柄）の変化といった「世帯

動態」に関するデータを収集し、世帯数の将来推計のための基礎資料を得ること

を目的とする。 

【沿 革】 本調査は、厚生労働省（国立社会保障・人口問題研究所）が、その所掌する

分野の分析を行うための調査として、従前、テーマローテーションで行っていた

５調査について、「社会保障・人口問題基本調査」という名称を冠し、それぞれ

の調査ごとに個別に統計報告調整法（昭和２７年法律第１４８号）に基づく統計

報告の徴集（承認統計調査）として、実施していたものである。平成２３年調査

から、これらの５調査を、一つの調査名の下に位置付けるために設けられた新た

な調査名（社会保障・人口問題基本調査）の下で調査の体系の見直しを行った。 

【調査の構成】 １－世帯動態調査調査票 ２－人口移動調査調査票 ３－生活と支え合

いに関する調査（世帯票） ４－生活と支え合いに関する調査（個人票） 

５－全国家庭動向調査世帯調査票 

【公 表】 印刷物及びインターネット（世帯動態調査：概要（平成２７年６月）、報告書

（平成２８年３月）） 

※ 

【調査票名】 １－世帯動態調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）平成２６年度国民生活基礎調査の

調査地区から抽出した３００地区内のすべての世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２６年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／５２，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２６年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年６月中旬～７月中旬 

【調査事項】 １．世帯の属性と変化に関する事項、２．ライフコース・イベントと世帯
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内地位の変化、３．親の基本属性と居住関係、４．子の基本属性と居住関係 

※ 

【調査票名】 ２－人口移動調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）平成２３年度国民生活基礎調査の

調査地区から抽出した３００地区内のすべての世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２３年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／４９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２３年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年６月中旬～７月下旬 

【調査事項】 １．世帯及び世帯員の属性等、２．世帯主及び世帯員の居住歴、３．世帯

主及び世帯員の過去（５年前及び１年前）の居住地及び将来（５年後）の居

住地域（見直し）、４．世帯主・配偶者の離家経験、５．世帯主・配偶者の

別の世帯にいる親の居住地、６．世帯主の別の世帯にいる子の属性、７．出

生地及び現住地 

※ 

【調査票名】 ３－生活と支え合いに関する調査（世帯票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、東日本大震災の影響により、福島県の全域を除く。） 

（単位）世帯 （属性）平成２４年度国民生活基礎調査の調査地区から抽出

した３００地区内のすべての世帯及び２０歳以上の世帯員 （抽出枠）平成

２４年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／４９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年６月中旬～７月上旬 

【調査事項】 １．世帯の属性、２．世帯主および世帯員の社会保障制度とのかかわり、

３．世帯主および世帯員の家族・コミュニティ等の相互扶助に関する意識と

実態の事項、４．世帯主および世帯員の職歴等の事項、５．世帯主および世

帯員の生活状況に関する事項、等 

※ 

【調査票名】 ４－生活と支え合いに関する調査（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、東日本大震災の影響により、福島県の全域を除く。） 

（単位）個人 （属性）平成２４年度国民生活基礎調査の調査地区から抽出

した３００地区内のすべての世帯及び２０歳以上の世帯員 （抽出枠）平成
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２４年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／４９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年６月中旬～７月上旬 

【調査事項】 １．個人の属性（性、年齢、兄弟の有無）、２．就業状態、就業希望、３．

同居・別居の理由、過去の同別居、４．結婚の経験、子供の有無、学歴、年

間収入、５．両親への支援、子供の費用、６．生活水準 

※ 

【調査票名】 ５－全国家庭動向調査世帯調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）平成２５年度国民生活基礎調査の

調査地区から抽出した３００地区内のすべての世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２５年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／４９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２５年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年６月中旬～７月中旬 

【調査事項】 １．世帯の構成（世帯の人数、報告者からみた世帯員各自との続柄等、結

婚経験の女性の有無、報告者の婚姻関係）、２．夫婦の生年月日、兄弟姉妹

数、健康状態、最終学歴、３．仕事の有無、仕事に就いた時期、勤め先の規

模、雇用保険または共済組合への加入について、通勤時間、労働時間、家を

出る時間、帰宅する時刻、４．はじめての仕事について（従業上の地位、従

業先規模、仕事に就いた時期、現在も続けているか、新しい仕事について）、

６．現在の結婚について（結婚生活をはじめた年月、婚姻届の有無、名乗っ

ていた姓、夫妻の初再婚の別、結婚することが決まった時の仕事について等）、

７．子どもに関する事項（子どもの人数・生年月日・性別、子どもとの同居

等の状況）、８．出産と仕事のかかわり方について、９．１８歳以上の子ど

もについて、１０、両親について（親の生年月日・学歴・就業状況、現在の

状況、親の生存状況、現在の仕事、親との会話頻度、交通手段、親に対する

手伝い・世話の状況、親への経済的支援の状況）、１１．親の要介護度、親

に対する介護の状況、現在の入院・入所の状況、１２．介護と仕事のかかわ

りについて、１３．相談や手助けを頼んだかどうか（出産・育児・介護・経

済面・子育て・夫婦について）、１４．出産・育児や介護での不安や苦労、

１５．家庭機能の実態、変化要因他  
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【調査名】 土地動態調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１月２２日 

【実施機関】 国土交通省土地・建設産業局参事官（土地市場担当）付 

【目 的】 土地に関する基礎資料整備の一環として、企業の土地利用及び取引等の実態

を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－土地動態調査 調査票 

【公 表】 インターネット（ｅ－Ｓｔａｔ）、印刷物 

※ 

【調査票名】 １－土地動態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）会社法人及び相互会社 （属性）資本金１億円以

上の会社法人及び相互会社 （抽出枠）平成２５年法人・土地建物基本調査

名簿、事業所母集団データベース等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２６，０００／２８，６００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

平成２６年１月１日現在 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年７月上旬～９月上旬 

【調査事項】 １．法人について（組織形態、法人の本所・本社・本店の所在地等）、２．

土地の所有状況について（所有する土地の有無、土地の購入・売却の有無等）、

３．所有する土地について（所有する土地の都道府県別・資産別面積、未利

用地の面積）、４．土地の購入・売却の状況について（購入・売却した土地

の資産別面積、帳簿価格、区画数）  
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【調査名】 全国単身世帯収支実態調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１月２３日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課 

【目 的】 全国単身世帯収支実態調査は，単身世帯を対象として，家計の収入及び支出

並びに住宅と宅地の所有状況，主要耐久消費財の所有数量及び貯蓄・負債現在高

を調査し，家計の構造を所得，消費及び資産の観点から総合的に明らかにし，も

って全国消費実態調査を補完することを目的とする。 

【調査の構成】 １－全国単身世帯収支実態調査（家計簿Ａ）、  ２－全国単身世帯収支

実態調査（家計簿Ｂ）、３－全国単身収支実態調査（耐久財等調査票） 、

４全国単身世帯収支実態調査（年収・貯蓄等調査票）、 ５－全国単身世帯

収支実態調査（世帯票） 

【公 表】 インターネット 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者（（１）対象年齢を６０歳未満から全年齢に拡

大、（２）標本数を１６００世帯から２０００世帯に拡大）の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－全国単身世帯収支実態調査（家計簿Ａ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）単身世帯 （抽出枠）平成２２年

国勢調査結果による地域（市部・郡部，地方）及び世帯属性（男女，年齢階

級）別の単身世帯数の比率に応じて調査世帯数を配分し，民間調査機関のモ

ニター登録者から世帯を抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／１７，０００，０００ （配

布）郵送・調査員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記

入）自計 （把握時）全国消費実態調査を行う年の１０月及び１１月 （系

統）総務省 －民間調査機関－（調査員）－モニター世帯 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）全国消費実態調査を行う年の９月下旬～１

２月上旬 

【調査事項】 １．口座自動振替による支払、２．現物（現物支給、もらい物、自家産、

自分の店の商品）、３．現金収入又は現金支出、４．クレジットカード、掛

買い、月賦、電子マネーによる購入 

※ 

【調査票名】 ２－全国単身世帯収支実態調査（家計簿Ｂ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）単身世帯 （抽出枠）平成２２年

国勢調査結果による地域（市部・郡部，地方）及び世帯属性（男女，年齢階

級）別の単身世帯数の比率に応じて調査世帯数を配分し，民間調査機関のモ

ニター登録者から世帯を抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／１７，０００，０００ （配
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布）郵送・調査員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記

入）自計 （把握時）全国消費実態調査を行う年の１０月及び１１月 （系

統）総務省 －民間調査機関－（調査員）－モニター世帯 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）全国消費実態調査を行う年の９月下旬～１

２月上旬 

【調査事項】 １．口座自動振替による支払、２．現物（現物支給、もらい物、自家産、

自分の店の商品）、３．現金収入又は現金支出、４．クレジットカード、掛

買い、月賦、電子マネーによる購入 

※ 

【調査票名】 ３－全国単身収支実態調査（耐久財等調査票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）単身世帯 （抽出枠）平成２２年

国勢調査結果による地域（市部・郡部，地方）及び世帯属性（男女，年齢階

級）別の単身世帯数の比率に応じて調査世帯数を配分し，民間調査機関のモ

ニター登録者から世帯を抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／１７，０００，０００ （配

布）郵送・調査員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記

入）自計 （把握時）全国消費実態調査を行う年の１０月及び１１月 （系

統）総務省 －民間調査機関－（調査員）－モニター世帯 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）全国消費実態調査を行う年の９月下旬～１

２月上旬 

【調査事項】 １．家具・電気製品等、２．自動車、自動二輪車及び原動機付自転車、３．

その他の耐久消費財等、４．会員権 

※ 

【調査票名】 ４－全国単身世帯収支実態調査（年収・貯蓄等調査票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）単身世帯 （抽出枠）平成２２年

国勢調査結果による地域（市部・郡部，地方）及び世帯属性（男女，年齢階

級）別の単身世帯数の比率に応じて調査世帯数を配分し，民間調査機関のモ

ニター登録者から世帯を抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／１７，０００，０００ （配

布）郵送・調査員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記

入）自計 （把握時）全国消費実態調査を行う年の１０月及び１１月 （系

統）総務省 －民間調査機関－（調査員）－モニター世帯 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）全国消費実態調査を行う年の９月下旬～１

２月上旬 

【調査事項】 １．年間収入、２．貯蓄現在高、３．借入金残高 

※ 
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【調査票名】 ５－全国単身世帯収支実態調査（世帯票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）単身世帯 （抽出枠）平成２２年

国勢調査結果による地域（市部・郡部，地方）及び世帯属性（男女，年齢階

級）別の単身世帯数の比率に応じて調査世帯数を配分し，民間調査機関のモ

ニター登録者から世帯を抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／１７，０００，０００ （配

布）郵送・調査員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記

入）自計 （把握時）全国消費実態調査を行う年の１０月及び１１月 （系

統）総務省 －民間調査機関－（調査員）－モニター世帯 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）全国消費実態調査を行う年の９月下旬～１

２月上旬 

【調査事項】 １、あなたに関する事項について、２．３ヶ月以上不在の家族について、

３．子の住んでいる場所について、４．被災に関する事項について、５．単

身世帯について、６．、現住居等に関する事項について、７．現在住んでい

る住居以外の住宅及び土地について 
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○一般統計調査の中止 

【調査名】 中国地域専門量販店販売統計調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１月６日 

【実施機関】 経済産業省中国経済産業局総務企画部企画調査課 

【目 的】 中国地域における専門量販店の販売動向を総合的に把握することにより、個

人消費動向を把握し、地域経済政策の適切な実施のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－ホームセンター調査票、２－家電量販店調査票、３－ドラッグスト

ア調査票 

【公 表】 新聞発表、経済産業省中国経済産業局ホームページへ掲載 

【備 考】 経済産業省調査統計グループにおいて、専門量販店の販売動向を全国規模で

把握する「専門量販店販売統計調査」（一般統計調査）が平成２６年１月調査分

より毎月実施されることから、調査の重複を排除するため、平成２５年１２月調

査分を最後に、本調査を中止することとした。 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 山梨県労働者就業実態調査（従業員調査）（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月６日 

【実施機関】 山梨県産業労働部労政雇用課 

【目 的】 本調査は、山梨県内事業所における労働者の雇用の実態や、雇用に対する労

働者の意識等を把握し、今後の働きやすい職場環境づくりをさらに推進するため

の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、過去に「山梨県労働者就業実態調査」の調査票の一つとして実施

していたが、平成２５年度から、独立した届出統計調査として新たに実施するこ

ととしている。 

【調査の構成】 １－従業員調査票 

※ 

【調査票名】 １－従業員調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）個人 （属性）５人以上の常用労働者を雇

用する事業所に勤務する従業員 （抽出枠）山梨県で運営している就職情報

サイト及び各企業のホームページ等で公表されている企業情報 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１月１日 （系統）山梨県－報告

者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年１月３１日まで 

【調査事項】 １．個人及び家族に関する事項、２．従業員の就業状況に関する事項、３．

仕事と家庭の両立を支援する制度に関する事項、４．仕事と子育て及び介護

の実態に関する事項、５．育児休業制度の利用に関する事項、６．ハラスメ

ントに関する事項、７．非正規従業員の働き方に関する事項、８．従業員の

職業意識に関する事項  
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【調査名】 県民のスポーツライフにかかわるスポーツ実施状況調査（平成２６

年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月６日 

【実施機関】 滋賀県 教育委員会事務局 スポーツ健康課 

【目 的】 本調査は、滋賀県民のスポーツ実施状況に関する意識と実態を把握し、今後

のスポーツ推進に向けた施策の検討の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－県民のスポーツライフにかかわるスポーツ実施状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－県民のスポーツライフにかかわるスポーツ実施状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）個人 （属性）滋賀県内在住の２０歳以上

の男女 （抽出枠）選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１月１日から１２月３１日までの

１年間 （系統）滋賀県教育委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年１月２７日～２月１７日 

【調査事項】 日常のスポーツ実施状況及び体力に関する意識等  
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【調査名】 相模原市障害者福祉計画策定基礎調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月６日 

【実施機関】 相模原市健康福祉局福祉部障害政策課 

【目 的】 本調査は、平成２６年度に障害者基本法に基づく第２期相模原市障害者福祉

計画の中期実施計画及び障害者総合支援法に基づく相模原市第４期障害福祉計

画の策定を行うにあたり、障害のある方々の生活ニーズに基づいた計画を策定す

る基礎資料とするため。 

【調査の構成】 １－障害者用（精神障害者以外）調査票 ２－一般市民用調査票３－精

神障害者用調査票 

※ 

【調査票名】 １－障害者用（精神障害者以外）調査票 

【調査対象】 （地域）相模原市全域 （単位）個人 （属性）１．身体障害者、２．知

的障害者、３．精神障害者、４．市民、５．発達障害者、６．高次脳機能障

害者、７．難病患者 （抽出枠）障害者マスタ、精神障害者保健福祉手帳台

帳、難病患者台帳、住民マスタ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５８０／７５６１６２（障害者用（精

神障害者以外）調査票と一般市民用調査票と精神障害者用調査票の合計客体

数） （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年

１月 （系統）配布：相模原市－民間事業者－報告者、回収：報告者－相模

原市 

【周期・期日】 （周期）３年～５年 （実施期日）平成２６年１月６日～平成２６年１

月２４日 

【調査事項】 １．「あなた」ご自身のことについて、２．今後の暮らし方について、３．

収入について、４．教育について、５．相談や福祉の情報について、６．日

中活動・就労について、７．外出やバリアフリーについて、８．福祉サービ

スについて、９．権利擁護について、１０．災害対策について、１１．ピア

サポート活動について、１２．啓発について 

※ 

【調査票名】 ２－一般市民用調査票 

【調査対象】 （地域）相模原市全域 （単位）個人 （属性）１．身体障害者、２．知

的障害者、３．精神障害者、４．市民、５．発達障害者、６．高次脳機能障

害者、７．難病患者 （抽出枠）障害者マスタ、精神障害者保健福祉手帳台

帳、難病患者台帳、住民マスタ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５８０／７５６１６２（障害者用（精

神障害者以外）調査票と一般市民用調査票と精神障害者用調査票の合計客体

数） （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年
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１月 （系統）配布：相模原市－民間事業者－報告者、回収：報告者－相模

原市 

【周期・期日】 （周期）３年～５年 （実施期日）平成２６年１月６日～平成２６年１

月２４日 

【調査事項】 １．あなたのことについて、２．障害者福祉への関心について、３．障害

のある人に対する理解について、４．障害のある人への支援・ボランティア

など、５．障害のある人の就労・教育、６．福祉のまちづくり、７．相模原

市の障害者施策 

※ 

【調査票名】 ３－精神障害者用調査票 

【調査対象】 （地域）相模原市全域 （単位）個人 （属性）１．身体障害者、２．知

的障害者、３．精神障害者、４．市民、５．発達障害者、６．高次脳機能障

害者、７．難病患者 （抽出枠）障害者マスタ、精神障害者保健福祉手帳台

帳、難病患者台帳、住民マスタ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５８０／７５６１６２（障害者用（精

神障害者以外）調査票と一般市民用調査票と精神障害者用調査票の合計客体

数） （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年

１月 （系統）配布：相模原市－民間事業者－報告者、回収：報告者－相模

原市 

【周期・期日】 （周期）３年～５年 （実施期日）平成２６年１月６日～平成２６年１

月２４日 

【調査事項】 １．「あなた」ご自身のことについて、２．今後の暮らし方について、３．

収入について、４．教育について、５．相談や福祉の情報について、６．日

中活動・就労について、７．外出やバリアフリーについて、８．福祉サービ

スについて、９．権利擁護について、１０．災害対策について、１１．ピア

サポート活動について、１２．啓発について、１３．あなたのことについて、

１４．障害者福祉への関心について、１５．障害のある人に対する理解につ

いて、１６．障害のある人への支援・ボランティアなど、１７．障害のある

人の就労・教育、１８．福祉のまちづくり、１９．相模原市の障害者施策  
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【調査名】 茨城県サービス業調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月９日 

【実施機関】 茨城県企画部統計課 

【目 的】 本調査は、茨城県に所在する事業所におけるサービスの茨城県と他の都道府

県間の取引状況を明らかにすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－茨城県サービス業調査票 

※ 

【調査票名】 １－茨城県サービス業調査票 

【調査対象】 （地域）茨城県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲

げる大分類「Ｇ―情報通信業」，「Ｋ－不動産業・物品賃貸業」，「Ｌ－学術研

究・専門・技術サービス業」，「Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）」

に属する事業所のうち，別紙「茨城県サービス業調査対象事業所表」に掲げ

る事業に該当するもの。 （抽出枠）総務省統計局の「事業所母集団データ

ベース」から提供された母集団情報名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００／８，４５２ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２

５年１月１日から平成２５年１２月３１日 （系統）茨城県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年８月１８日から平成２６年

９月３０日 

【調査事項】 １．従業員数、２．事業名及び事業内容、３．事業別年間売上額（総額，

県内，県外，国外）、４．決算期間  
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【調査名】 産業廃棄物税に関するアンケート調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月９日 

【実施機関】 福岡県総務部税務課 

【目 的】 本調査は、産業廃棄物税の導入に伴う排出事業者（納税義務者）の産業廃棄

物に対する排出抑制やリサイクルに向けたインセンティブ（動機付け）効果等を

検証するとともに、今後の本税のあり方を検討するための基礎資料を得ることを

目的とする。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物税に関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物税に関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）福岡県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲

げる大分類（Ｃ）鉱業、採石業、砂利採取業から（Ｒ）サービス業（他に分

類されないもの）までに属する事業所のうち、従業員数５人以上のもの （抽

出枠）平成２４年経済センサス－活動調査に係る調査票情報から業種別に層

化無作為抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／９１，２９７ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１６年度から平成２４年

度まで （系統）都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１月下旬 

【調査事項】 １．産業廃棄物処理の状況等について、２．産業廃棄物税の導入の事実に

ついて、３．産業廃棄物税の導入に伴う取組みの変化について、４．産業廃

棄物税の広域的導入について  

- 35 -



【調査名】 がんに関する県民意識調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月１０日 

【実施機関】 鳥取県福祉保健部健康医療局健康政策課 

【目 的】 本調査は、鳥取県民に対して、がんの現状やがんに関しての県の取組等につ

いての認知状況を把握し、今後の取組を検討するための参考とすることを目的と

する。 

【調査の構成】 １－がんに関する県民意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－がんに関する県民意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）平成２５年４月１日現在で満１８歳以上の鳥取県内に在住又は在

勤、在学している者（常勤の県職員、県議会議員を除く。） （単位）個人 

（属性）県政参画電子アンケート会員 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７０ （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）平成２６年１月１７日～２月６日 （系統）

県政参画電子アンケート会員 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２６年２月６日 

【調査事項】 １．鳥取県におけるがんの死亡状況に対する認知度、２．鳥取県がん対策

推進条例に対する認知度、３．がんに関する一般的な情報源、４．鳥取県公

式インターネットがん専用ページの認知度、５．鳥取県が県民に対して行っ

ているがん検診受診への呼びかけの認知度  
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【調査名】 脳卒中リハビリテーション提供体制実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月２３日 

【実施機関】 栃木県保健福祉部健康増進課 

【目 的】 本調査は、栃木県内のリハビリテーションの実施状況及び医療や介護との連

携などの実態を把握することで、栃木県の今後の脳卒中対策を推進するための基

礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－Ａ調査票 ２－Ｂ調査票 

※ 

【調査票名】 １－Ａ調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）事業所 （属性）医療保険にてリハビリテ

ーションを実施している施設 （抽出枠）厚生労働大臣が定める疾患別リハ

ビリテーションの設置基準を満たしているものとして地方構成局長等に届

け出た保健医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８０／１，３００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）基準日：平成２５年１０月１日、調査対象

期間：平成２５年１０月１日～１０月３１日 （系統）栃木県－栃木県理学

療法士会－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２６年２月１４日～３月１４日 

【調査事項】 １．リハビリテーションの実施状況、２．医療保険と介護保険の連携の状

況 

※ 

【調査票名】 ２－Ｂ調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）事業所 （属性）介護保険にてリハビリテ

ーションを実施している施設 （抽出枠）通所リハビリテーション、訪問リ

ハビリテーション、介護予防リハビリテーションを行う施設として届け出た

医療機関及び介護保険施設 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３００／１，３００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）基準日：平成２５年１０月１日、調査

対象期間：平成２５年１０月１日～１０月３１日 （系統）栃木県－栃木県

理学療法士会－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２６年２月１４日～３月１４日 

【調査事項】 １．リハビリテーションの実施状況、２．医療保険と介護保険の連携の状

況  
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【調査名】 さいたま市総合振興計画（後期基本計画）に係るアンケート調査（平

成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月２３日 

【実施機関】 さいたま市 政策局 政策企画部 企画調整課 

【目 的】 本調査は、さいたま市総合振興計画（後期基本計画）の着実な推進を図るた

めに設ける「成果指標」の検討等の参考とするため、市民の日常の行動や意識に

ついて現状を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－さいたま市総合振興計画（後期基本計画）に係るアンケート調査 調

査票 

※ 

【調査票名】 １－さいたま市総合振興計画（後期基本計画）に係るアンケート調査 調

査票 

【調査対象】 （地域）さいたま市全域 （単位）個人 （属性）満２０歳から７９歳ま

での住民 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２６年２月現在 （系統）さいたま市－

報告者 

【周期・期日】 （周期）平成２５、２９及び３２年度実施予定 （実施期日）平成２６

年２月４日～１８日 

【調査事項】 日常生活において取り組んでいる活動・行動（自然環境の保全、生涯学習、

スポーツ、文化芸術など）について  
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（２）変更 

【調査名】 次世代育成支援状況に関するアンケート調査（２次調査）（平成２６

年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月８日 

【実施機関】 神戸市こども家庭局こども家庭政策担当課 

【目 的】 本調査は、神戸市内における、仕事と子育ての両立に必要な雇用環境の整備

の状況を把握し、神戸市次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画）の進捗状

況の検証の基礎資料を得ることを目的として実施するものである。 

【調査の構成】 １－次世代育成支援状況に関する企業アンケート調査票（２次調査） 

※ 

【調査票名】 １－次世代育成支援状況に関する企業アンケート調査票（２次調査） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類のうち

「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運

輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃

貸業」、「学術研究，専門・研究サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「教

育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に

分類されないもの）」に属する従業員１０１人以上の民営事業所 （抽出枠）

平成２４年度経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２６年１月３１日 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２６年１月３１日～平成２６年２月２８

日 

【調査事項】 １．主要な業種、従業員数及び従業員の男女構成比に関する事項、２．育

児休業制度等、仕事と子育ての両立に必要な雇用環境の整備状況に関する事

項、３．将来的な少子化対策の考え、４．少子化対策を推進するために行政

に望むこと  
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【調査名】 堺市高齢者等実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月１０日 

【実施機関】 堺市 健康福祉局 長寿社会部 高齢施策推進課 

【目 的】 本調査は、高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定の検討の基礎資料を得

ることを目的として実施するものである。 

【調査の構成】 １－一般高齢者調査票 ２－介護保険サービス利用者調査票 ３－介護

保険サービス未利用者調査票 ４－介護事業者調査票 

※ 

【調査票名】 １－一般高齢者調査票 

【調査対象】 （地域）堺市全域 （単位）個人 （属性）平成２５年１０月末日におい

て、要介護認定を受けていない６５歳以上の方 （抽出枠）介護保険被保険

者台帳及び介護保険受給者台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，１００／１６４，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１２月１日現在 

（系統）配布：堺市－民間事業者－報告者、回収：報告者－堺市 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年１２月１４日～平成２５年１２

月２７日 

【調査事項】 １．ご本人のことについて、２．生活状況や健康について、３．日中活動

や生きがいづくりについて、４．住まいについて、５．介護のことについて、

６．住み慣れた地域で暮らし続けることについて、７．その他 

※ 

【調査票名】 ２－介護保険サービス利用者調査票 

【調査対象】 （地域）堺市全域 （単位）個人 （属性）平成２５年１０月末日におい

て、要介護認定を受けており、かつ８月において施設サービスを除く介護保

険のサービスを利用した方 （抽出枠）介護保険被保険者台帳及び介護保険

受給者台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，８００／４３，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１２月１日現在 （系

統）配布：堺市－民間事業者－報告者、回収：報告者－堺市 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年１２月１２日～平成２５年１２

月２７日 

【調査事項】 １．ご本人のことについて、２．生活状況や健康について、３．介護保険

制度について、４．ケアマネジャーについて、５．サービスの利用状況につ

いて、６．住み慣れた地域で暮らし続けることについて、７．主に介護をし

ている方への質問 

※ 
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【調査票名】 ３－介護保険サービス未利用者調査票 

【調査対象】 （地域）堺市全域 （単位）個人 （属性）平成２５年１０月末日におい

て、要介護認定を受けており、かつ８月において介護保険のサービスを利用

していない方 （抽出枠）介護保険被保険者台帳及び介護保険受給者台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，８００／１０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１２月１日現在 （系

統）配布：堺市－民間事業者－報告者、回収：報告者－堺市 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年１２月１２日～平成２５年１２

月２７日 

【調査事項】 １．ご本人のことについて、２．生活状況や健康について、３．介護保険

制度について、４．住み慣れた地域で暮らし続けることについて、５．主に

介護をしている方への質問 

※ 

【調査票名】 ４－介護事業者調査票 

【調査対象】 （地域）堺市全域 （単位）企業 （属性）平成２５年１０月末日におい

て、堺市の指定を受けた介護保険事業所を市内に保有している法人 （抽出

枠）堺市介護保険指定事業者一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７３８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２５年１２月１日現在（一部の項目については、平成

２５年４月１日現在もしくは平成２４年４月から平成２５年３月の１年間） 

（系統）配布：堺市－民間事業者－報告者、回収：報告者－堺市 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年１２月２０日～平成２６年１月

１４日 

【調査事項】 １．法人や実施事業について、２．災害時の対策について、３．居宅介護

支援事業所を運営している法人への質問、４．施設サービスを運営している

法人への質問  
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【調査名】 全国企業短期経済観測調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月１７日 

【実施機関】 日本銀行調査統計局経済統計課 

【目 的】 本調査は、全国の企業動向を的確に把握し、金融政策の適切な運営に資する

ことを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和３２年に「主要企業短期経済観測調査」（主要短観）、昭和３

５年に「中小企業の業況予測調査」（中小短観）が開始され、昭和４９年、中小

短観の調査対象企業に製造業（大企業及び中堅企業）と非製造業を追加し、「全

国短期経済観測調査」（全国短観）として調査を開始したものである。 平成１

６年３月に調査対象の選定基準を常用雇用者数基準から資本金基準に見直すと

ともに、主要短観の中止に伴い、主要短観の一業種であった（金融機関）調査を

本調査の一部として実施している。 

【調査の構成】 １－全国企業短期経済観測調査（短観）票（全国・定例） ２－全国企

業短期経済観測調査（短観）票（金融機関・定例） 

【備 考】 今回の変更は、報告を求め事項（四半期項目を削除し、物価見通しの追加）

の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－全国企業短期経済観測調査（短観）票（全国・定例） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金２千万円以上の法人企業（金

融機関を除く）等 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，５００／２１３，２００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

調査票記入時点 （系統）日本銀行－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）２月末頃、５月末頃、８月末頃、１１月

中旬～１か月程度調査を実施 

【調査事項】 １．判断項目（業況、国内での製商品・サービス需給、海外での製商品需

給、製商品の在庫水準、製商品の流通在庫水準、生産・営業用設備、雇用人

員、資金繰り、金融機関の貸出態度、借入金利水準、ＣＰの発行環境、販売

価格、仕入価格）、２．年度計画（売上高（うち輸出）、輸出に際しての為替

レート、営業利益、経常利益、当期純利益、設備投資額（うち土地投資額））、

ソフトウェア投資額（無形固定資産計上ベース））、３．企業の物価見通し（貴

社の販売価格、物価全般）、４．新卒者採用数 

※ 

【調査票名】 ２－全国企業短期経済観測調査（短観）票（金融機関・定例） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）金融機関のうち、銀行、信用金庫、

系統金融機関等、金融商品取引業、保険会社、賃金業等 （抽出枠）金融庁
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公表の免許・登録業者リスト等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００／７００ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査票記入時

点 （系統）日本銀行－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）２月末頃、５月末頃、８月末頃、１１月

中旬～１か月程度調査を実施 

【調査事項】 １．判断項目、２．年度計画、３．物価見通し、４．新卒者採用状況  
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【調査名】 都内外資系企業基礎調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月１７日 

【実施機関】 東京都知事本局総合特区推進部総合特区推進課 

【目 的】 本調査は、都内に事業所を持つ外資系企業の動向や日本もしくは東京へ進出

する際のニーズ、阻害要因等を詳細に把握し、外資系企業誘致施策の推進のため

の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－都内外資系企業基礎調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者、及び、報告を求める期間である。 

※ 

【調査票名】 １－都内外資系企業基礎調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）企業 （属性）外資比率２０％以上で都内

に事業所を持つ外資系企業 （抽出枠）民間事業者が所有する企業のリスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）東京都－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月中旬～２月中旬 

【調査事項】 １．回答者の属性（企業概要）、２．操業状況・事業展開、３．雇用状況、

４．業務統括拠点・研究開発拠点の有無  
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【調査名】 仕事の見直しのための状況調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月１７日 

【実施機関】 北九州市総務企画局行政経営室行政経営課 

【目 的】 本調査は、基本構想・基本計画である「元気発進！北九州」プランを着実に

推進するため、行政評価を導入し、ＰＤＣＡサイクルによる事業管理を行ってい

る。行政評価においては、施策や事業の成果指標を設定する際、市民の認知度や

行動など、アンケートによらなければ成果の検証が困難な事業もあるため、当該

調査を行うものとする。 

【調査の構成】 １－仕事の見直しのための状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－仕事の見直しのための状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）調査実施前年の時点で北

九州市内に住民票がある２０歳以上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／７９７，８２６ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入時点（調査実施

年の２月初旬～２月末日） （系統）北九州市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）２月初旬～２月末日 

【調査事項】 １．消費者トラブルについて、２．防災について、３．魅力ある海辺づく

りについて、４．芸術・文化活動について、５．スポーツ・運動の実施につ

いて、６．スポーツ観戦について、７．公共スポーツ施設について、８．地

域づくりへの参加状況について、９．環境保全の取組について  
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【調査名】 がんに関する県民意識調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月２０日 

【実施機関】 鳥取県福祉保健部健康医療局健康政策課 

【目 的】 本調査は、鳥取県民に対して、がんの現状やがんに関しての県の取組等につ

いての認知状況を把握し、今後の取組を検討するための参考とすることを目的と

する。 

【調査の構成】 １－がんに関する県民意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－がんに関する県民意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）平成２５年４月１日現在で満１８歳以上の鳥取県内に在住又は在

勤、在学している者（常勤の県職員、県議会議員を除く。） （単位）個人 

（属性）県政参画電子アンケート会員 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７０ （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）平成２６年１月２４日～２月１３日 （系

統）県政参画電子アンケート会員 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２６年２月１３日 

【調査事項】 １．鳥取県におけるがんの死亡状況に対する認知度、２．鳥取県がん対策

推進条例に対する認知度、３．がんに関する一般的な情報源、４．鳥取県公

式インターネットがん専用ページの認知度、５．鳥取県が県民に対して行っ

ているがん検診受診への呼びかけの認知度  
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【調査名】 新潟市景況調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月２１日 

【実施機関】 新潟市経済・国際部産業政策課 

【目 的】 本調査は、新潟市内の民営事業所について景気動向を把握し、地域産業の振

興施策を検討するうえでの基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－新潟市景況調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める事項等の変更によるものである。 

※ 

【調査票名】 １－新潟市景況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）新潟市全域 （単位）事業所 （属性）市内民営事業所。対象と

なる事業所は、事業所母集団のデータベースの産業分類に掲げる「建設業」，

「製造業」，「情報通信業」，「運輸業，郵便業」，「卸売業，小売業」，「不動産

業，物品賃貸業」，「学術研究，専門・技術サービス業」，「宿泊業，飲食サー

ビス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」，「サービス業（他に分類されない

もの）」に属する民営事業所。 （抽出枠）事業所母集団データベースの名

簿をもとに，市内の民営事業所を「建設業」、「製造業」、「運輸・通信業」、「卸・

小売業」、「飲食・宿泊業」，「サービス業」の６業種に分ける。それぞれの業

種を、小規模（従業者数１～４人）、中規模（従業者数５～１９人）、大規模

（従業者数２０人以上）に分類し、各層から１１１事業所を抽出する（「卸・

小売業」と「サービス業」の小規模は１１２事業所を抽出）。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／３３，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）上期：４月から９月まで、下

期：１０月から翌年３月まで （系統）新潟市－報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）上期：８月下旬～９月上旬、下期：２月下

旬～３月上旬 

【調査事項】 １．業況、２．（ア）生産・売上、（イ）受注状況、３．（ア）出荷量、（イ）

出荷額、４．．（ア）製・商品在庫、（イ）原材料在庫、５．（ア）仕入価格、

（イ）販売価格、（ウ）資金繰り、（エ）正社員の数、（オ）臨時・パート社

員等の数、（カ）所定外労働時間、（キ）１人当たり人件費、６．（ア）生産

設備、営業用設備、（イ）設備投資、（ウ）設備投資目的、７．経営上の問題、

８．（ア）事業所の動向、（イ）業界の動向、９．電気料金の値上げに関する

影響について、１０．市の産業支援施策についての意見・要望  
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【調査名】 生活習慣病予防支援システムに伴う生活習慣アンケート調査（平成

２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月３０日 

【実施機関】 岩手県環境保健研究センター保健科学部 

【目 的】 本調査は、岩手県民の生活習慣の実態を把握し、岩手県健康増進計画「健康

いわて２１プラン」の評価及び生活習慣病対策の基礎資料とすることを目的とす

る。 

【沿 革】 本調査は、平成２０年から毎年実施。 

【調査の構成】 １－調査票様式１（小学１年生・４年生用） ２－調査票様式２（中学

１年生・３年生用） ３－調査票様式３（高校３年生用） 

※ 

【調査票名】 １－調査票様式１（小学１年生・４年生用） 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）個人 （属性）岩手県内の小学校に在籍す

る小学１年生及び４年生の保護者 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３，７０６／２１，２４８ （配布）調

査員（調査対象学年の担任教諭） （取集）調査員（調査対象学年の担任教

諭） （記入）自計 （把握時）調査対象とする各学校において定期健康診

断が実施された日 （系統）県環境保健研究センター－県保健所－県教育委

員会教育事務所－市町村教育委員会－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月末日 

【調査事項】 （ア）体格について（１．身長、２．体重）、（イ）食生活習慣について（１．

朝食摂取状況、２．間食摂取状況、３．食べない食品の有無）、（ウ）歯磨き

習慣について（１．歯磨き回数、２．かかりつけ歯科医の有無）、（エ）睡眠

について（１．起床時間、２．就寝時間、３．睡眠時間） 

※ 

【調査票名】 ２－調査票様式２（中学１年生・３年生用） 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）個人 （属性）岩手県内の中学校に在籍す

る中学１年生及び３年生 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３，０００／２３，７２１ （配布）調

査員（調査対象学年の担任教諭） （取集）調査員（調査対象学年の担任教

諭） （記入）自計 （把握時）調査対象とする各学校において定期健康診

断が実施された日 （系統）県環境保健研究センター－県保健所－県教育委

員会教育事務所－市町村教育委員会－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月末日 

【調査事項】 （ア）体格について（１．身長、２．体重）、（イ）食生活習慣について（１．

朝食摂取状況、２．間食摂取状況、３．食べない食品の有無）、（ウ）歯磨き
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習慣について（１．歯磨き回数、２．歯磨き剤の使用状況、３．糸ようじの

使用状況、４．かかりつけ歯科医の有無）、（エ）運動習慣について（１．運

動の実施の有無、２．身体活動の実施の有無）、（オ）困ったときの相談先に

ついて、（カ）睡眠について（１．起床時間、２．就寝時間、３．睡眠時間） 

※ 

【調査票名】 ３－調査票様式３（高校３年生用） 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）個人 （属性）岩手県内の県立高等学校に

在籍する高校３年生 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７，６９７／９，８２３ （配布）調査員

（調査対象学年の担任教諭） （取集）調査員（調査対象学年の担任教諭） 

（記入）自計 （把握時）調査対象とする各学校において定期健康診断が実

施された日 （系統）県環境保健研究センター－県保健所－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月末日 

【調査事項】 （ア）体格について（１．身長、２．体重）、（イ）食生活習慣について（１．

朝食摂取状況、２．間食摂取状況、３．食べない食品の有無）、（ウ）歯磨き

習慣について（１．歯磨き回数、２．歯磨き剤の使用状況、３．糸ようじの

使用状況、４．かかりつけ歯科医の有無）、（エ）運動習慣について（１．運

動の実施の有無、２．身体活動の実施の有無）、（オ）困ったときの相談先に

ついて、（カ）睡眠について（１．起床時間、２．就寝時間、３．睡眠時間）  
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【調査名】 大阪府景気観測調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１月３０日 

【実施機関】 大阪府商工労働部商工労働総務課 

【目 的】 本調査は、四半期ごとの大阪府内民営事業所の景気動向を広く府民に公表す

るとともに、大阪府商工労働行政の施策立案の基礎資料にするために調査を行う

目的とする。 

【調査の構成】 １－大阪府景気観測調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間の変更で

ある。本年４月より実施される、消費税率の引き上げが企業に与える影響を把握

するため、設問を追加し、採用実績・予定に関する設問を削除した。 

※ 

【調査票名】 １－大阪府景気観測調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「建設業」「製造業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」「卸売、小売

業」「不動産業，物品賃貸業」「宿泊業，飲食サービス業」及び中分類「専門

サービス業（他に分類されないもの）」「広告業」「技術サービス業（他に分

類されないもの）」「洗濯・理容・美容・浴場業」「その他の生活関連サービ

ス業」「娯楽業」「廃棄物処理業」「自動車整備業」「機械等修理業（別掲を除

く）」「職業紹介・労働者派遣業」「その他の事業サービス業」に属し、単独

および本所・本社・本店の民営事業所 （抽出枠）事業所母集団データベー

スを用い、属性的範囲であげた業種ごとに、当該業種中に所在する単独およ

び本所・本社・本店の民営事業所から無作為抽出する層化二段抽出により選

定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，５００／３０２，５４４ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施四半期の実績見込

み（一部、次の四半期の予定） （系統）大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）提出期限は、５月、８月、１１月、２月

のそれぞれ翌月中旬 

【調査事項】 １．毎期共通するもの （１）事業所概要（業種、業態、従業員規模）、

（２）今期の業況判断（ 前期比、前年同期比）、（３）来期の業況判断（見

込み）、（４）出荷・売上高、（５）製・ 商品、サービス、請負等の単価、（６）

原材料、部品等の価格、（７）営業利益水準、営業利益 判断、（８）雇用状

況、（９）来期の雇用予定人員、（１０）資金繰り、（１１）設備投資 、２．

各期で個別に調査する項目 （１）４－６月期 ア．直近の年間決算におけ

る営業利益について 、イ．２４年（度）の海外での売上及び調達・仕入の

実績（２３年度と比較）、（２）７－９月期 ア．今年の賞与（正規雇用者を
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対象として）の実績と見込み、イ．電気料金及び原材料価格上昇の影響につ

いて、（３）１０－１２月期 ア．設備投資の主な目的、イ．社会経済環境

の変化が企業に与える影響について、ウ．正社員の基本給の上昇割合につい

て（４）１－３月期 ア．消費税率引き上げ前の取組について、イ．消費増

税分に対する価格転嫁について、ウ．消費増税後の反動減について 
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